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運送原価を無視した受注の有無

○「運送原価を無視した仕事の受注」について「運送原価を
無視した受注がある」とする事業者（「頻繁にある」+
「時々ある」と回答した事業者）は、5割弱となっており、
運送原価を無視した受注は、少なくとも約半数の事業者が
経験しています。

○公正な取引環境を確保するためには、運送原価計算を行い、
運送原価を踏まえた受注をすることが望まれます。

原価割れ受注の実態

運送原価を無視した受注の理由

○「運送原価を無視した仕事の受注がある」と回答した事業者
の「運送原価を無視して仕事を受注する理由」は、「取引先
との関係維持を図るためやむを得ない」とする回答が78.7％
と最も多く、「一部の運行が赤字でも、全体として黒字にな
ればいいから」（44.9％）、「車両、運転者の稼働率をあげ
るため」（31.8％）となっています。

○運送原価計算をしている事業者でも、取引先との関係維持の
ため原価割れの受注をするケースが多くあります。

原価割れ受注の理由

１ 原価割れ受注の実態とその理由

「トラック産業における経営実態調査」（国土交通省、全日本トラック協会、2011年）

「トラック産業における経営実態調査」（国土交通省、全日本トラック協会、2011年）
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（複数回答 n=1,001)



２ 運送原価計算の実施状況

「勘と経験」による原価計算

○トラック運送業界では、原価計算を実施して、荷主

等との交渉、運送費用の削減等に向けた取組みに活用

しているケースはまだまだ少ないのが実態です。

○原価計算を実施していない場合、過去の実績、勘と

経験で自己流の原価計算を行い、運送原価を把握し、

円滑に事業運営しているケースがあります。

○どんぶり勘定で運送原価を把握していると、貨物取

扱量に変化が生じた場合や新規取引受注の場合には、

適切に対応できません。

運送原価計算の実施状況

○ 「通常運送原価の計算を実施している」事業者（「常に運送原価の計

算を実施している」「原則として運送原価の計算を実施している」と回答した事業者の

合計）は、全体の3割強であり、「通常運送原価の計算を実施して
いない」 事業者（「必要に応じて運送原価の計算を実施している」「あまり実施

していない」「全く実施していない」と回答した事業者の合計）は全体の7割程度
となっています。

○ 車両台数別には、車両台数が増加するほど「実施している」と
する回答率が増加し、車両台数が少ない事業者ほど「実施してい
ない」傾向が示されています。

運送原価計算の実態…実施状況

○「勘と経験」に基づく運送原価計算でなく、運送費用

に基づき、自社の業務特性に即した適切な運送原価計

算を実施し、経営基盤を強化していくことが重要で

す。

「トラック産業における経営実態調査」（国土交通省、全日本トラック協会、2011年） ３



３ 運送原価計算の実施レベル

取組レベル１
取組レベル２

取組レベル３
取組レベル４

勘と経験による原価計算

【社内の損益管理】

会社・事業単位の

原価計算

【取引先への交渉、業務改善】

車両単位の

原価計算

【取引先への交渉、業務改善】

取引先単位・運行ルート単位、

受注業務単位の原価計算

・正確なデータに基づく運送

原価の計算は実施していな

いが、社長の勘と経験によ

る原価計算で問題なく経営

ができている状態。

・半期、四半期、１カ月ごと

に会社全体、事業全体の原

価データを踏まえた損益管

理（モニタリング）をし、

原価意識を持っている状

態。

・車両別の運送原価計算を踏

まえ、車両別の原価管理、

損益管理を実施し、活用し

ている状態。

・自社の運行特性、業務特性

に即して、取引先単位、運行

ルート単位等により標準モデ

ル原価計算を実施し、複雑な

前提条件でも、適切な運送原

価が算出ができ、活用してい

る状態。

・小規模事業者で、取引先、

運送内容に変化がない事業

者の場合に見受けられま

す。

・新規取引先を開拓し、着実

に成長していくには、デー

タに基づく運送原価計算が

必要です。

・多くの事業者では、この段

階にあります。

・会社・事業単位での運送原

価の捉え方では、問題が発

見できず、思い込みの経営

に流されてしまいます。

・車両単位の原価計算では、

まだまだ不十分です。自社

の運送特性、事業特性に即

して、「使える原価デー

タ」にしていく必要があり

ます。

・この段階までは市販のソフ

トを利用できます。

・取引先との取引継続、新規

取引の受注可否の判断など

に、原価データを使いこなし

ている状態です。

・この段階では、自社で作成

した表計算の仕組みが必要で

す。（複雑なシステムは不要

です）

４

取

組

内

容

特

徴



４ 運送原価計算結果の活用の効果

原価計算を実施した場合、運送原価を超えて運賃収受できているか

○ 運送原価の計算をしている事業者（「常に運送原価の計算を実施している」

または「原則として運送原価の計算を実施している」と回答した事業者）を対象に、
運賃の収受状況について質問しています。その結果、「原価を超える運
賃を収受できている」とする事業者（「収受できている」+「概ね収受できてい

る」と回答した事業者）は全体の6割強と、原価計算を行った場合には、運
賃の収受状況は、相対的に良いと考えられます。

○ 「5両未満」は「収受できている」とする回答が43.8％と多く、
「31両以上」では、「概ね収受できている」とする回答が52.7％と多
い傾向。

○ 車両台数別による顕著な相関は見られません。

運送原価計算の実態…運賃の収受状況

「トラック産業における経営実態調査」（国土交通省、全日本トラック協会、2011年）

○昨今の厳しい事業環境では、運送原価を超える運賃の収受が

難しい状況です。荷主・元請による一方的な値下げ要請に対

して、どこまで引き下げることが可能か、運送原価計算に

よって積み上げた数字を把握しておくことが効果的です。

○運送原価を把握し、管理者、ドライバーは、具体的な運送費

用の削減目標を共有化し取組むことができます。

○上記により、効果的に運行費用を削減することが可能です。

○運行費用を削減しつつ、効率的な運行管理を行うことで、同

じ費用水準で、より多くの運行（運送）ができ、走行距離当

りの費用、１回当りの運送費用等を低減させる効果がありま

す。

主な効果

効果１：運送原価を超える運賃の収受

効果２：効果的な運行費用の削減

効果３：効率的な運行管理の実現

５



５ 運送原価の活用方法

原価計算結果の活用方法

○ 「通常、運送原価の計算を実施している」事業者を対象に、原
価計算の活用方法を質問した結果、最も多い回答は「荷主との交渉
に活用している」（56.1％）、次いで「運賃・料金の設定に活用
している」（44.9％）、「車両の買い換え、設備投資、人件費水
準等の検討の参考としている」（34.9％）、「車両や運転者毎の
採算性分析に活用している」（32.3％）の順となっています。

（複数回答 n=865）

運送原価計算結果の活用

「トラック産業における経営実態調査」（国土交通省、全日本トラック協会、2011年）

活用２：運賃設定：荷主・元請に対する運賃交渉に活用

○取引先別の収支状況を踏まえ、営業方針の見直し、運送内容の再提

案を実施できます。

○新規契約では、受注の可否を素早く判断できます。

○継続契約における荷主・元請に効果的な運賃交渉が展開でき、効果

的な運賃・料金設定に活用できます。

活用３：改善活動：運送費用の削減への取組みに活用

○運送原価の計算を踏まえ、荷主ごとの採算、車両や運転者ごとの採

算の分析を行うことができます。

○上記の分析結果を踏まえ、具体的な運送費用の削減方策を検討する

ことができます。

○効率的な配車管理、ドライバーの配置、帰り荷の確保など、効率的

な運行への見直しに活用できます。

活用１：損益状況のチェック（モニタリング）

○運送収入とそれを得るため運送原価について、現在データを随時入

力することにより、車両別、取引先別の損益状況を随時チェックす

ることができる。（市販の原価計算ソフト）

主な活用方法

６
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※5ページの取組レベルをご参照ください



６ 車両別、取引先別の運送原価の計算例（１カ月）

車両別の運送原価計算と取引先別の運送原価計算を実施した例です。

７



中小事業者が大部分を占める現在のトラック運送業界においては、荷主等との運賃交渉力が弱く、一方的に運送原価割れの運賃を提示されても受
注せざるを得ない事が多い。昨今の燃料価格高騰においても、コスト増分を運賃に転嫁ができない事業者が多く、適正運賃収受のための荷主交渉力
の向上が持続可能な事業経営にとっての大きな課題となっている。

これに対して、現在の業界では、運送原価の計算を実施している事業者は全体の３割強(※)と未だ少なく、過去の実績や『勘と経験』による自己
流の原価計算に留まっているのが現状である。

そこで、「事業全体／車両単位／取引先や業務単位」毎の原価水準を適切に把握し、損益管理（モニタリング）や業務改善に活用するための原価意識向上
セミナーを開催し、原価水準に見合った運賃収受のための交渉力の向上、更には運送事業者の総合的な経営改善を図る。

【１】これまでの取り組み【平成２４年６～８月】

【２】事業者ヒアリングに基づく事例調査【８～９月】

原価計算をふまえた損益管理やコスト改善を実現し、荷主に対して収益確保が可能な運賃交渉を行っている先進的事業者に対して、実体験に基づいた
効果検証や実務上の交渉ノウハウを調査するためのアンケート及びヒアリングを各地で実施する。

【３】中小トラック運送事業者のための原価意識向上セミナーの開催【９～３月】

【２】の調査事例等をふまえ作成したテキスト類等を使用し、運送原価計算の周知理解を促進するため、普及率が低い傾向にある車両台数５０両未
満の中小零細事業者を主な対象としたセミナーを開催する。

規模は全国３０カ所を目安とし、参加者負担のないよう平日に加え土曜等の開催も検討。従来までの『勘と経験』による自己流の原価計算から、運送
費用に基づき、自社の業務特性に即した適切な運送原価計算を実施できるようサポートする。

これにより、運送原価データを基にした客観的数値を運賃交渉に取り入れる事が可能となり、更に取引先別の採算性分析や設備投資等の経営判断の適
正・迅速化を促進することで、中小零細事業者の経営基盤強化と市場構造の健全化を目指す。

※ 「トラック産業における経営実態調査」（国土交通省・全日本トラック協会、２０１１年）

全国４７都道府県にて開催された、国土交通省との共催による「燃料サーチャージ導入促進セミナー」の中で、荷主交渉のための原価計算のあり方を
テーマに、原価計算の基本的考え方や必要性理解を図るための説明を行い、適正運賃収受のための原価計算に関する基礎的知識の定着を図った。

７．中小トラック運送事業者のための原価意識向上セミナーの概要
平成２４年７月

全日本トラック協会
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